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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

 
(注) １. 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 第47期において、平成18年２月21日付で株式１株を株式1.2株に分割しております。 

４. 純資産額の算定にあたり、平成18年８月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号)を適用しております。 

５. 第48期中間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当た

り中間純損失であるため、記載しておりません。 

第一部 【企業情報】

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期

会計期間

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成17年 
  ８月20日

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成18年 
  ８月20日

自 平成19年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ８月20日

自 平成17年 
  ２月21日 
至 平成18年 
  ２月20日

自 平成18年
  ２月21日 
至 平成19年 
  ２月20日

売上高 (千円) 11,612,454 11,270,844 10,786,641 23,855,784 23,089,435

経常利益 (千円) 920,109 723,915 442,512 1,906,075 1,513,037

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)

(千円) 488,844 346,332 △67,493 1,012,714 740,819

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ─ ─ ─ ─ ─

資本金 (千円) 2,015,812 2,015,812 2,015,812 2,015,812 2,015,812

発行済株式総数 (株) 10,542,889 12,651,466 12,651,466 10,542,889 12,651,466

純資産額 (千円) 13,752,053 14,424,967 14,119,902 14,204,939 14,697,181

総資産額 (千円) 17,304,431 17,552,729 16,907,987 17,813,431 17,882,112

１株当たり純資産額 (円) 1,330.85 1,161.38 1,166.38 1,371.87 1,183.41

１株当たり中間(当期) 
純利益金額又は 
中間純損失金額(△)

(円) 46.96 27.88 △5.55 96.66 59.65

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 46.94 27.78 ― 96.42 59.52

１株当たり配当額 (円) 10.00 10.00 12.50 20.00 22.50

自己資本比率 (％) 79.5 82.2 83.5 79.7 82.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 977,210 195,593 261,737 1,716,936 646,044

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △518,258 △4,867,035 351,373 △912,753 △6,028,683

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △335,954 △101,731 △511,962 △421,777 △226,542

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) 8,641,064 4,127,297 3,392,438 8,900,471 3,291,290

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
355
(712)

343
(729)

363
(728)

340
(747)

348
(753)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関

係会社の異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年８月20日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であり、パート社員数は( )内に１人１ヶ月172時間換算による当中間会計期間の平均人数

を外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はあり

ません。 

  

従業員数(人) 363(728)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善による設備投資や雇用環境の改善等により、

緩やかな景気拡大基調が続きました。しかしながら、原油や原材料の価格が高騰し、また、世界的な株

価の急落や為替の大きな変動など先行きの経済に与える影響が懸念されるなか、小売業界では企業間競

争の激化も加わり、より一層厳しい経営環境となりました。 

 こうした経営環境のもと、当社では、多様なお客様のニーズにお応えするために、「既存店の活性化

～ＣＳ（顧客満足）の向上」、「競争力のある商品の品揃えと在庫の適正化」などを最重要課題にし、

成長基盤の確立を図ることや、新基幹システムの安定稼動による社内体制強化などにも注力してまいり

ました。 

 当中間会計期間の特徴としまして、初夏における気温の低下や台風の上陸、梅雨明けの遅れなど天候

不順が大きく影響し、厳しい経営環境となりました。 

 商品動向といたしましては、春物商品ではジャージなどの羽織物が好調に推移しましたが、長袖シャ

ツを中心としたベーシック商品が不振となりました。夏物商品ではポロシャツやアンサンブル商品が上

半期を通して好調に推移しましたが、半袖シャツや半袖Ｔシャツなどのインナー商品といった本来主力

となる商品群が計画を下回る結果となりました。ボトムスにつきましては、ワークパンツやデニム素材

のショートパンツなどは好調に推移しましたが、上半期を通してメンズ・レディースともにナショナル

ブランドのデニム５ポケットが苦戦したこともあり、全社として厳しい状況となりました。 

 販売面としましては、平成19年６月21日より、店頭サービスの強化を目的に導入した「ボトムスマイ

スター制度（社内資格制度）」の名称を、お客様によりご理解いただけるよう「ジーンズマイスター制

度」に変更し、お客様へ広くその制度をアピールすることに注力いたしました。当中間会計期間末で

は、前期末の392名体制に対し、ジーンズマイスター139名、アドバイザー・アシスタント315名の計454

名の全店配置体制となり、お客様に最適なジーンズを中心としたボトムスをコンサルティング提案する

ことで、販売力の向上に日々努めてまいりました。 

 また、固定客づくりを目的として取り組んでいる「ＪＭポイントカード」は当中間会計期間において

32万件の発行を行い、当中間会計期間末の総発行数は440万件となりました。また、携帯電話サイト

「ＪＭモバイル（ＰＣ含む）」は当中間会計期間末で25万人のご登録をいただきました。これらのお客

様に、フク割キャンペーンを始めとした来店誘導企画や当社企画商品の訴求を図ることで、ストアロイ

ヤルティの構築に努めてまいりました。 

 当中間会計期間における新規出店は、ノースポートモール店（横浜市都筑区）、ロックタウン鈴鹿店

（三重県鈴鹿市）の計２店舗となり、当中間会計期間末の店舗数は112店舗となりました。 

 その結果、東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）の店舗数は98店舗、愛知県２店舗、三重県

１店舗となり、第２のドミナントエリア化を進めている大阪圏（大阪府、兵庫県）は11店舗となりまし

た。また、当中間会計期間末の24時間営業店舗数は、35店舗となりました。 

 以上の結果、売上高107億86百万円（前年同期比4.3％減）、営業利益４億７百万円（前年同期比

42.4％減）、経常利益４億42百万円（前年同期比38.9％減）となりました。また、特別損失として「固

定資産の減損に係る会計基準」に基づき減損処理を行い、減損損失２億59百万円及び退店に伴う損失等

40百万円を計上した結果、中間純損失67百万円（前年同期は中間純利益３億46百万円）となりました。

  



(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税引前中間純利益を１億

42百万円計上しましたが、自己株式の取得などにより前中間会計期間末に比べ７億34百万円少ない、33

億92百万円となりました。 

また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は２億61百万円（前年同期比66百万円増）とな

りました。これは主に税引前中間純利益を１億42百万円、減損損失を２億59百万円それぞれ計上したの

に対し、法人税等を２億28百万円支払ったことなどによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は３億51百万円（前年同期は48億67百万円の使

用）となりました。これは主に有価証券の取得・売却による純収入９億34百万円や、長期前払費用の支

払による支出５億18百万円などによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は５億11百万円（前年同期比４億10百万円増）

となりました。これは自己株式の取得３億57百万円と配当金の支払１億54百万円によるものでありま

す。 

  

  



２ 【販売及び仕入の状況】 

(1) 商品部門別売上高 

  

 
(注) 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 都道府県別売上高 

  

 
(注) １. 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

２. 「その他」は、本部の販売実績であります。なお、前事業年度まで社員販売売上高を「その他」に含めて

記載しておりましたが、当中間会計期間より各都道府県に含めて記載しております。 

  

商品部門別

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

売上高(千円) 前年同期比(％) 構成比(％)

ボトムス 
(ジーンズ、カジュアルパンツ等)

3,863,963 96.7 35.8

トップス 
(シャツ、Ｔシャツ、セーター、ジャケット等)

5,136,585 93.2 47.6

小物 
(ソックス、ベルト、バッグ等)

1,786,093 101.5 16.6

合計 10,786,641 95.7 100.0

都道府県別

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

売上高(千円) 前年同期比(％) 構成比(％) 中間期末店舗数(店)

東京都 5,212,729 96.3 48.3 49

神奈川県 2,399,059 95.9 22.2 26

千葉県 705,165 92.6 6.5 9

埼玉県 1,052,976 93.9 9.8 14

愛知県 148,732 95.3 1.4 2

大阪府 1,065,338 95.5 9.9 9

兵庫県 148,129 100.3 1.4 2

三重県 41,471 － 0.4 1

店舗合計 10,773,603 96.0 99.9 112

その他 13,037 25.4 0.1 －

合計 10,786,641 95.7 100.0 112



(3) 単位当たり売上高 

  

 
(注) １. 売場面積は、実効面積の稼動月数により算出しております。 

２. 従業員数には、パート社員(１人１ヶ月172時間換算)を含んでおります。 

３. 上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 商品部門別仕入高 

  

 
(注) 上記金額は仕入価額によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

近年、ショッピングセンターの急速な開発の影響や競合他社の出店によるオーバーストアなどの企業間

競争の激化により、当社の既存店に及ぼす影響は年々厳しさを増してきております。 

 当社といたしましては、既存店の売上高の回復を実現していくため、ジーンズマイスターの育成を継続

強化し、マイスターを中心に全社における店頭サービスの向上が図れる体制を目指すとともに、主力商品

の販売やコーディネート提案を強化するためのＶＭＤマニュアルを作成していくなど、お客様の視点にた

ったサービスや魅力ある売場づくりに尽力してまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

科目
当中間会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前年同期比(％)

売上高(千円) 10,786,641 95.7

１㎡当たり売上高
売場面積(平均)(㎡) 
１㎡当たり期間売上高(千円)

33,594
321

103.5 
92.4

１人当たり売上高
従業員数(平均)(人) 
１人当たり期間売上高(千円)

1,092
9,871

101.4 
94.4

商品部門別

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

仕入高(千円) 前年同期比(％) 構成比(％)

ボトムス 
(ジーンズ、カジュアルパンツ等)

2,018,069 93.2 35.3

トップス 
(シャツ、Ｔシャツ、セーター、ジャケット等)

2,798,428 93.8 48.9

小物 
(ソックス、ベルト、バッグ等)

905,859 102.3 15.8

合計 5,722,358 94.9 100.0



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したもの

は次のとおりであります。 

  

 
（注)１．投資資本には、敷金及び保証金を含んでおります。 

２．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 新たに確定した重要な設備の新設計画を含め、当中間会計期間末における設備計画は次のとおりで

あります。 

  

 
（注)１．予算金額及び今後の所要額には、敷金及び保証金を含んでおります。 

２．今後の所要額304,191千円は、全額自己負担で賄う予定であります。 

３．上記計画は、営業基盤の拡大のためであります。 

４．上記金額に消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 所在地 区分
売場面積
(㎡)

投下資本
(千円)

完成年月 備考

ノースポートモール店 横浜市都筑区 新設 267.7 29,364 平成19年4月 賃借店舗

ロックタウン鈴鹿店 三重県鈴鹿市 新設 658.3 66,646 平成19年6月 賃借店舗

合計 ─ ─ 926.0 96,011 ─ ─

設備名 
(仮称)

所在地 区分
予算金額
(千円)

既支払額
(千円)

今後の所要額
(千円)

完成予定年月 備考

137号店 ─ 新設 53,000 3,809 49,191 平成19年10月 賃借店舗

138号店 ─ 新設 53,000 ─ 53,000 平成19年11月 賃借店舗

139号店 ─ 新設 53,000 ─ 53,000 ─ 賃借店舗

改装（8店舗） ─ 改装 149,000 ─ 149,000 ─ 賃借店舗

合計 ─ ─ 308,000 3,809 304,191 ─ ─



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

① 平成17年５月13日定時株主総会決議 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年８月20日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年10月12日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 12,651,466 12,651,466
東京証券取引所
(市場第一部)

─

計 12,651,466 12,651,466 ─ ─

中間会計期間末現在
(平成19年８月20日)

提出日の前月末現在 
(平成19年９月30日)

新株予約権の数(個) 1,632 1,628

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 195,840 195,360

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,135 同左

新株予約権の行使期間
自 平成17年８月１日
至 平成20年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

─ ─

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割当を受けた
者は、権利行使時において
も、当社の取締役、監査役
もしくは従業員の地位にあ
ることを要する。ただし、
任期満了による退任、定年
退職、の場合にはこの限り
でない。

② 新株予約権の譲渡、質入そ
の他の処分は認めない。

③ その他、権利行使の条件は
新株予約権発行の取締役会
決議により決定するものと
する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年８月20日現在 

 
(注) １. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は246千株であ

ります。 

２. 株式会社ジーンズメイトが所有している株式は自己株式であり、会社法第308条第２項の規定により議決

権を有しておりません。 

３. 次の法人から、平成19年７月13日付で大量保有報告書が提出されておりますが、当中間会計期間末現在に

おける当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しており

ません。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

自 平成19年２月21日 
至 平成19年８月20日

－ 12,651,466 － 2,015,812 － 2,125,434

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

西脇 健司 東京都新宿区 2,537 20.05

西脇 昌司 東京都渋谷区 1,619 12.80

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク 
(常任代理人 モルガン・スタン
レー証券株式会社)

1585 Broadway New York,New York 10036,
U.S.A. 
(東京都渋谷区恵比寿４－20－３)

750 5.92

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 616 4.86

有限会社ケン・アンド・ティ
ー・ニシワキ

東京都千代田区岩本町２－８－10－901 599 4.73

西脇タミ子 東京都新宿区 590 4.66

株式会社ジーンズメイト 東京都渋谷区神宮前６－27－８ 545 4.31

ジーンズメイト従業員持株会 東京都渋谷区神宮前６－27－８ 245 1.94

西脇 大輔 東京都新宿区 186 1.47

西脇 隆 神奈川県藤沢市 172 1.36

計 ― 7,864 62.16

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

リバティ・スクェア・アセッ
ト・マネジメント・エル・ピー

Corporation Trust Center,1209 Orange
Street,County of Newcastle,Wilmington, 
Delaware 19801,U.S.A.

636 5.02

計 ― 636 5.02



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年８月20日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の株式数の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,800株(議決権18個)含まれて

おります。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年８月20日現在 

 
(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が312株(議決権3個)あり

ます。 

なお、当該株式のうち300株は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含まれております。

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式        545,700 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式     11,843,400 118,434 ―

単元未満株式 普通株式        262,366 ― ―

発行済株式総数 12,651,466 ― ―

総株主の議決権 ― 118,434 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ジーンズメイト
東京都渋谷区神宮前 
６－27－８

545,700 ― 545,700 4.31

計 ― 545,700 ― 545,700 4.31

月別 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 1,128 1,183 1,154 1,173 1,210 1,167

最低(円) 1,020 1,031 1,106 1,133 1,151 975



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年２月21日から平成18年８月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間（平成19年２月21日から平成19年８月20日まで）は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成18年２月21日から平成18年８月

20日まで)及び当中間会計期間(平成19年２月21日から平成19年８月20日まで)の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年８月20日)

当中間会計期間末

(平成19年８月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,632,297 3,397,438 3,296,290

 ２ 売掛金 188,234 204,909 145,937

 ３ 有価証券 3,603,872 3,958,045 4,887,967

 ４ 棚卸資産 2,098,857 2,232,338 2,476,577

 ５ その他 340,580 539,914 317,578

  流動資産合計 10,863,843 61.9 10,332,647 61.1 11,124,351 62.2

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※１

  １ 建物 706,178 553,300 731,118

  ２ 器具備品 423,093 289,887 402,057

  ３ その他 144,093 118,034 148,721

   有形固定資産合計 1,273,366 7.3 961,222 5.7 1,281,897 7.2

 (2) 無形固定資産 36,342 0.2 34,622 0.2 35,482 0.2

 (3) 投資その他の資産

  １ 敷金及び保証金 3,440,166 3,398,553 3,364,461

  ２ 投資有価証券 1,337,581 1,329,096 1,334,202

  ３ その他 601,428 851,845 741,716

   投資その他の資産 
   合計

5,379,176 30.6 5,579,495 33.0 5,440,380 30.4

  固定資産合計 6,688,885 38.1 6,575,340 38.9 6,757,760 37.8

  資産合計 17,552,729 100.0 16,907,987 100.0 17,882,112 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年８月20日)

当中間会計期間末

(平成19年８月20日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払信託 ※２ 622,182 528,773 961,185

 ２ 買掛金 657,441 467,970 525,841

 ３ 未払法人税等 365,000 214,939 232,000

 ４ 賞与引当金 183,266 146,643 78,954

 ５ ポイントサービス 
   引当金

232,089 278,785 243,266

 ６ 退店損失引当金 － 15,509 －

 ７ その他 ※３ 587,189 688,390 622,838

  流動負債合計 2,647,169 15.1 2,341,011 13.9 2,664,085 14.9

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職慰労引当金 480,592 － 520,845

 ２ 長期未払金 － 447,073 －

  固定負債合計 480,592 2.7 447,073 2.6 520,845 2.9

  負債合計 3,127,762 17.8 2,788,084 16.5 3,184,931 17.8

 (純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,015,812 11.5 2,015,812 11.9 2,015,812 11.3

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 2,125,434 2,125,434 2,125,434

  資本剰余金合計 2,125,434 12.1 2,125,434 12.6 2,125,434 11.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 134,089 134,089 134,089

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 9,220,000 9,820,000 9,220,000

    繰越利益剰余金 1,149,181 596,726 1,419,462

  利益剰余金合計 10,503,270 59.8 10,550,815 62.4 10,773,551 60.2

 ４ 自己株式 △265,286 △1.5 △624,154 △3.7 △266,639 △1.5

  株主資本合計 14,379,230 81.9 14,067,907 83.2 14,648,158 81.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

45,736 0.3 51,995 0.3 49,022 0.3

  評価・換算差額等合計 45,736 0.3 51,995 0.3 49,022 0.3

  純資産合計 14,424,967 82.2 14,119,902 83.5 14,697,181 82.2

  負債純資産合計 17,552,729 100.0 16,907,987 100.0 17,882,112 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 11,270,844 100.0 10,786,641 100.0 23,089,435 100.0

Ⅱ 売上原価 6,170,136 54.7 5,966,597 55.3 12,641,775 54.8

   売上総利益 5,100,707 45.3 4,820,044 44.7 10,447,660 45.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 4,393,493 39.0 4,412,792 40.9 8,984,327 38.9

   営業利益 707,214 6.3 407,252 3.8 1,463,332 6.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 16,925 0.1 36,695 0.3 50,164 0.3

Ⅴ 営業外費用 224 0.0 1,435 0.0 459 0.0

   経常利益 723,915 6.4 442,512 4.1 1,513,037 6.6

Ⅵ 特別利益 1,023 0.0 － － 1,023 0.0

Ⅶ 特別損失
※２ 
※３

127,704 1.1 300,092 2.8 217,796 1.0

   税引前中間(当期) 
   純利益

597,234 5.3 142,420 1.3 1,296,264 5.6

   法人税、住民税 
   及び事業税

328,458 192,091 607,346

   法人税等調整額 △77,556 250,901 2.2 17,822 209,914 1.9 △51,901 555,445 2.4

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△)

346,332 3.1 △67,493 △0.6 740,819 3.2



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金
資本剰余金

合計
利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年２月20日残高 
(千円)

2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 8,520,000 1,616,394 10,270,483 △267,114 14,144,615

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △103,471 △103,471 △103,471

 別途積立金の積立(注) 700,000 △700,000 ─ ─

 中間純利益 346,332 346,332 346,332

 自己株式の取得 △10,776 △10,776

 自己株式の処分 △74 △74 12,604 12,530

 役員賞与(注) △10,000 △10,000 △10,000

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

─ ─ ─ ─ 700,000 △467,213 232,786 1,828 234,614

平成18年８月20日残高 
(千円)

2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 9,220,000 1,149,181 10,503,270 △265,286 14,379,230

評価・換算差額等

純資産 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年２月20日残高 
(千円)

60,324 60,324 14,204,939

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △103,471

 別途積立金の積立(注) ─

 中間純利益 346,332

 自己株式の取得 △10,776

 自己株式の処分 12,530

 役員賞与(注) △10,000

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

△14,587 △14,587 △14,587

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

△14,587 △14,587 220,027

平成18年８月20日残高 
(千円)

45,736 45,736 14,424,967



当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

  

 
  

 
(注) 平成19年５月の定時株主総会における剰余金処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金
資本剰余金

合計
利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年２月20日残高 
(千円)

2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 9,220,000 1,419,462 10,773,551 △266,639 14,648,158

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △155,241 △155,241 △155,241

 別途積立金の積立(注) 600,000 △600,000 ― ―

 中間純損失 △67,493 △67,493 △67,493

 自己株式の取得 △357,515 △357,515

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

― ― ― ― 600,000 △822,735 △222,735 △357,515 △580,251

平成19年８月20日残高 
(千円)

2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 9,820,000 596,726 10,550,815 △624,154 14,067,907

評価・換算差額等

純資産 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成19年２月20日残高 
(千円)

49,022 49,022 14,697,181

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注) △155,241

 別途積立金の積立(注) ―

 中間純損失 △67,493

 自己株式の取得 △357,515

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の 
 変動額(純額)

2,973 2,973 2,973

中間会計期間中の変動額 
合計(千円)

2,973 2,973 △577,278

平成19年８月20日残高 
(千円)

51,995 51,995 14,119,902



前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年５月の定時株主総会における利益処分及び中間配当であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金
資本剰余金

合計
利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年２月20日残高 
(千円)

2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 8,520,000 1,616,394 10,270,483 △267,114 14,144,615

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △227,677 △227,677 △227,677

 別途積立金の積立(注) 700,000 △700,000 ― ―

 当期純利益 740,819 740,819 740,819

 自己株式の取得 △12,129 △12,129

 自己株式の処分 △74 △74 12,604 12,530

 役員賞与(注) △10,000 △10,000 △10,000

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

事業年度中の変動額合計 
(千円)

― ― ― ― 700,000 △196,932 503,067 475 503,543

平成19年２月20日残高 
(千円)

2,015,812 2,125,434 2,125,434 134,089 9,220,000 1,419,462 10,773,551 △266,639 14,648,158

評価・換算差額等

純資産 
合計

その他 
有価証券 
評価差額金

評価・換算 
差額等合計

平成18年２月20日残高 
(千円)

60,324 60,324 14,204,939

事業年度中の変動額

 剰余金の配当(注) △227,677

 別途積立金の積立(注) ―

 当期純利益 740,819

 自己株式の取得 △12,129

 自己株式の処分 12,530

 役員賞与(注) △10,000

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額)

△11,301 △11,301 △11,301

事業年度中の変動額合計 
(千円)

△11,301 △11,301 492,241

平成19年２月20日残高 
(千円)

49,022 49,022 14,697,181



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 597,234 142,420 1,296,264

   減価償却費 173,984 152,146 361,714

   減損損失 59,198 259,825 93,772

   賞与引当金の増加額 112,956 67,688 8,644

   ポイントサービス引当金の増減額 △4,098 35,518 7,079

   退店損失引当金の増加額 ― 15,509 ―

   役員退職慰労引当金の増減額 52,710 △520,845 92,963

   受取利息及び受取配当金 △7,464 △24,996 △30,638

   固定資産除却損 26,166 12,977 38,346

   売上債権の増加額 △47,945 △58,972 △5,648

   棚卸資産の増減額 137,206 244,239 △240,513

   仕入債務の減少額 △297,069 △490,281 △89,666

   未払消費税等の増減額 △39,559 54,433 △64,213

   未収消費税等の増減額 ― 12,329 △12,329

   役員賞与の支払額 △10,000 ― △10,000

   長期前払費用の取崩額 － 112,612 99,869

   長期未払金の増加額 － 447,073 －

   その他 △70,547 7,415 24,066

     小計 682,771 469,091 1,569,710

   利息及び配当金の受取額 2,479 20,853 23,401

   法人税等の支払額 △489,658 △228,208 △947,066

  営業活動によるキャッシュ・フロー 195,593 261,737 646,044



 
  

前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間

(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 △500,000 △5,000 △500,000

   定期預金の払戻による収入 ― 5,000 500,000

   有価証券の取得による支出 △6,548,792 △5,912,101 △12,773,785

   有価証券の売却による収入 3,725,349 6,846,780 8,668,349

   有形固定資産の取得による支出 △198,927 △38,368 △436,073

   投資有価証券の取得による支出 △1,000,000 ― △1,000,000

   差入保証金の支出 △32,000 △48,894 △74,991

   差入保証金の返還による収入 20,217 5,202 76,391

   長期前払費用の支払による支出 △332,882 △518,544 △496,574

   その他 － 17,300 8,000

  投資活動によるキャッシュ・フロー △4,867,035 351,373 △6,028,683

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   自己株式の取得による支出 △10,776 △357,515 △12,129

   自己株式の売却による収入 12,530 ― 12,604

   配当金の支払額 △103,485 △154,446 △227,017

  財務活動によるキャッシュ・フロー △101,731 △511,962 △226,542

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 △4,773,174 101,147 △5,609,180

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 8,900,471 3,291,290 8,900,471

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

4,127,297 3,392,438 3,291,290



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

同左

(1) 有価証券

満期保有目的の債券

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法に基づく原価

法

時価のないもの

移動平均法に基づく原価

法 

なお取得価額と債券金額

との差額が金利の調整と

認められるものについて

は、償却原価法

時価のないもの

同左

(2) 棚卸資産

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

同左

(2) 棚卸資産

同左

２ 固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物   ３～15年

器具備品 ５～８年

(1) 有形固定資産

  同左

(1) 有形固定資産

  同左

(2) 無形固定資産

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

均等償却

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1)   ――――――――― (1)   ―――――――――

(2) 賞与引当金

 従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額の

うち当中間会計期間に負担す

べき額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

 従業員に対する賞与の支給

に備えるため、支給見込額の

うち当期に負担すべき額を計

上しております。

(3) ポイントサービス引当金

 販売促進を目的とするポイ

ントカード制度に基づき、顧

客に付与したポイントの利用

による費用負担に備えるた

め、利用実績率に基づき将来

利用されると見込まれるポイ

ントに対する所要額を計上し

ております。

(3) ポイントサービス引当金

同左

(3) ポイントサービス引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

(4)    ――――――――― (4) 退店損失引当金

 店舗退店に伴い発生する損

失に備えるため、原状回復費

用等の退店関連損失見込額を

計上しております。

（追加情報） 

 退店に伴う損失について

は、従来、退店時の損失とし

て処理しておりましたが、当

中間会計期間において、金額

的重要性が増したため退店損

失引当金を計上することと

し、退店損失引当金繰入額

15,509千円を特別損失として

計上しております。その結

果、従来の方法によった場合

と比較して、税引前中間純利

益が同額減少しております。

(4)    ―――――――――

(5) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。

 なお、役員退職慰労金を引

当計上する方法に変更した事

業年度(平成15年２月期)前の

事業年度に対応する要引当額

については、平成15年２月期

より５年間で均等額を繰入計

上することとし、特別損失に

計上しております。

  

(5) 役員退職慰労引当金

 当社は従来、役員の退職慰

労金の支給に備えるため、内

規に基づく要支給額を役員退

職慰労引当金として計上して

おりましたが、平成19年５月

17日開催の定時株主総会終結

時をもって、役員退職慰労金

制度を廃止し、在任役員につ

いては株主総会終結時の要支

給額を退任時に打ち切り支給

することを決議いたしまし

た。 

 これに伴い、役員退職慰労

引当金を全額取崩し、固定負

債の「長期未払金」として計

上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。

 なお、役員退職慰労金を引

当計上する方法に変更した事

業年度(平成15年２月期)前の

事業年度に対応する要引当額

については、平成15年２月期

より５年間で均等額を繰入計

上することとし、特別損失に

計上しております。

 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

５ 中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左 同左

６ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１ 固定資産の減損に係る会計基準

 当中間会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」(企業会

計審議会 平成14年８月９日))

及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利

益は59,198千円減少しておりま

す。

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の中間財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。

  ―――――――――――― １ 固定資産の減損に係る会計基準

 当事業年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審

議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。こ

れにより営業利益及び経常利益

はそれぞれ6,334千円増加し、

税引前当期純利益は87,437千円

減少しております。

 なお、減損損失累計額につい

ては、改正後の財務諸表等規則

に基づき各資産の金額から直接

控除しております。

２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準

 当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準

第５号 平成17年12月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当

する金額は14,424,967千円であ

ります。 

 なお、中間財務諸表等規則の

改正により、当中間会計期間末

における中間貸借対照表の純資

産の部については、改正後の中

間財務諸表等規則により作成し

ております。

  ―――――――――――― ２ 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準

 当事業年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５

号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当

する金額は14,697,181千円であ

ります。 

 なお、財務諸表等規則の改正

により、当事業年度末における

貸借対照表の純資産の部につい

ては、改正後の財務諸表等規則

により作成しております。

  ―――――――――――― ３ 有形固定資産の減価償却の方法

 当中間会計期間より、法人税

法の改正（（所得税法等の一部

を改正する法律 平成19年３月

30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令第

83号））に伴い、平成19年4月1

日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しております。これによる損益

に与える影響は軽微でありま

す。

  ――――――――――――



表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

(中間貸借対照表関係) 

 前中間会計期間まで投資その他の資産の「その他」に

含めて表示しておりました「投資有価証券」は、資産総

額の100分の５を超えたため、当中間会計期間より区分

掲記しております。なお、前中間会計期間における投資

その他の資産の「その他」に含まれている「投資有価証

券」は234,157千円であります。 

 

          ―――――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

 前中間会計期間まで、投資活動によるキャッシュ・フ

ロー「その他」に含めて表示しておりました「長期前払

費用の支払による支出」は、金額的重要性が増したた

め、当中間会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間における投資活動によるキャッ

シュ・フロー「その他」に含まれている「長期前払費用

の支払による支出」は、42,311千円であります。

          ――――――――――――

          ―――――――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

 前中間会計期間まで、営業活動によるキャッシュ・フ

ロー「その他」に含めて表示しておりました「長期前払

費用の取崩額」は、金額的重要性が増したため、当中間

会計期間より区分掲記しております。 

 なお、前中間会計期間における営業活動によるキャッ

シュ・フロー「その他」に含まれている「長期前払費用

の取崩額」は、36,576千円であります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年８月20日)

当中間会計期間末
(平成19年８月20日)

前事業年度末 
(平成19年２月20日)

※１ 有形固定資産の減価償却 

累計額

2,854,872千円

※１ 有形固定資産の減価償却 

累計額

3,067,700千円

※１ 有形固定資産の減価償却 

累計額

3,028,633千円

※２ 支払信託

 前中間会計期間まで、支払

信託の決済日が金融機関休業

日の場合、翌営業日に決済し

ておりましたが、金融機関と

の契約内容の変更により、平

成17年11月決済分より前営業

日に決済しております。

 当中間決算期末日は金融機

関休日のため、前営業日であ

る ８ 月 18 日 に、支 払 信 託

263,698千円を決済しており

ます。

※２ ――――――――――― ※２ ―――――――――――

※３ 消費税等の取扱い

 仮払消費税等と仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めておりま

す。

※３ 消費税等の取扱い

同左

※３ ―――――――――――

４ 偶発債務

 前事業年度末で閉店いたし

ました南船橋店の貸主である

リテールスクウェアマネージ

メント有限会社より、賃貸借

契約の中途解約に伴う違約金

として平成18年５月26日付で

125,926千円の損害賠償請求

訴訟が提起されました。当社

といたしましては、貸主側の

約束違反による契約の解除で

あり、根拠のない請求である

ものと判断し、請求の棄却を

求める答弁書を平成18年７月

10日付で提出いたしました。

その後の公判においても双方

の見解に開きがあり、現在係

争中であります。なお、現時

点では、損益に与える影響額

を見積もることは困難であ

り、当中間財務諸表には反映

しておりません。

４ 偶発債務

 平成18年２月期で閉店いた

しました南船橋店の貸主であ

るリテールスクウェアマネー

ジメント有限会社より、賃貸

借契約の中途解約に伴う違約

金として平成18年５月26日付

で125,926千円の損害賠償請

求訴訟が提起されました。当

社といたしましては、貸主側

の約束違反による契約の解除

であり、根拠のない請求であ

るものと判断し、請求の棄却

を求める答弁書を平成18年７

月10日付で提出いたしまし

た。その後の公判においても

双方の見解に開きがあり、現

在係争中であります。なお、

現時点では、損益に与える影

響額を見積もることは困難で

あり、当中間財務諸表には反

映しておりません。

４ 偶発債務

 前事業年度末で閉店いたし

ました南船橋店の貸主である

リテールスクウェアマネージ

メント有限会社より、賃貸借

契約の中途解約に伴う違約金

として平成18年５月26日付で

125,926千円の損害賠償請求

訴訟が提起されました。当社

といたしましては、貸主側の

約束違反による契約の解除で

あり、根拠のない請求である

ものと判断し、請求の棄却を

求める答弁書を平成18年７月

10日付で提出いたしました。

その後の公判においても双方

の見解に開きがあり、現在係

争中であります。なお、現時

点では、損益に与える影響額

を見積もることは困難であ

り、当財務諸表には反映して

おりません。



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 978千円

事業組合投資利益 4,703千円

有価証券利息 6,486千円

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 3,899千円

事業組合投資利益 7,180千円

有価証券利息 21,097千円

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 3,428千円

事業組合投資利益 3,783千円

有価証券利息 27,210千円

 

※２ 特別損失のうち主なもの

減損損失 59,198千円

過年度役員 
退職慰労 
引当金繰入額

37,446千円

固定資産除却損

 建物 13,605千円

 構築物 1,869

 車両運搬具 75

 器具備品 10,615

  計 26,166
 

※２ 特別損失のうち主なもの

減損損失 259,825千円

退店損失
引当金繰入額

15,509千円

臨時償却費 11,780千円

固定資産除却損

 建物 5,372千円

 構築物 1,093

 器具備品 6,510

  計 12,977

 
 なお、臨時償却費は、店舗
の退店を決定した結果、店舗
における固定資産の耐用年数
が短縮された事に伴って計上
した損失であります。

 

※２ 特別損失のうち主なもの

減損損失 93,772千円

過年度役員 
退職慰労 
引当金繰入額

62,435千円

固定資産除却損

 建物 24,704千円

 構築物 2,722

 車両運搬具 75

 器具備品 10,843

  計 38,346



 

  

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

 

※３ 減損損失

 当社は以下の減損損失を計上して

おります。

都道府県 用途 種類
減損 
損失 

(千円)

東京都
店舗 
３店舗

建物 13,561

器具備品 8,046

その他 1,592

計 23,200

神奈川県
店舗 
１店舗

建物 6,922

器具備品 5,141

その他 703

計 12,767

埼玉県
店舗 
１店舗

建物 2,720

器具備品 3,567

その他 638

計 6,926

千葉県
店舗 
１店舗

建物 10,872

器具備品 4,424

その他 1,007

計 16,304

合計 59,198

 資産のグルーピングは、継続的に

損益の把握を行っている店舗単位と

しております。このうち、営業損益

が継続して損失である店舗につい

て、それぞれの帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減損損

失(59,198千円)として計上いたしま

した。なお、資産グループの回収可

能額は使用価値により算定してお

り、上記全ての店舗について将来キ

ャッシュ・フローに基づく使用価値

がマイナスであるため回収可能価額

は零として評価しております。
 

※３ 減損損失

 当社は以下の減損損失を計上して

おります。

都道府県 用途 種類
減損
損失 

(千円)

東京都
店舗
３店舗

建物 8,474

器具備品 5,078

その他 1,113

計 14,666

神奈川県
店舗
２店舗

建物 33,678

器具備品 12,915

その他 4,241

計 50,835

埼玉県
店舗
４店舗

建物 38,249

器具備品 22,347

その他 3,543

計 64,141

千葉県
店舗
２店舗

建物 4,099

器具備品 3,571

その他 3,631

計 11,302

愛知県
店舗
１店舗

建物 3,359

器具備品 2,047

その他 556

計 5,962

大阪府
店舗
３店舗

建物 35,748

器具備品 19,124

その他 4,699

計 59,572

兵庫県
店舗
２店舗

建物 34,871

器具備品 13,694

その他 4,778

計 53,344

合計 259,825

 資産のグルーピングは、継続的に
損益の把握を行っている店舗単位と
しております。このうち、営業損益
が継続して損失である店舗につい
て、それぞれの帳簿価額を回収可能
額まで減額し、当該減少額を減損損
失(259,825千円)として計上いたし
ました。資産グループの回収可能額
は使用価値により算定しており、上
記全ての店舗について将来キャッシ
ュ・フローに基づく使用価値がマイ
ナスであるため回収可能価額は零と
して評価しております。

 

※３ 減損損失

 当社は以下の減損損失を計上して

おります。

都道府県 用途 種類
減損 
損失 

(千円)

東京都
店舗

４店舗

建物 26,815

器具備品 13,574

その他 2,455

計 42,844

神奈川県
店舗

１店舗

建物 6,922

器具備品 5,141

その他 703

計 12,767

埼玉県
店舗

１店舗

建物 2,720

器具備品 3,567

その他 638

計 6,926

千葉県
店舗

２店舗

建物 21,394

器具備品 7,766

その他 2,072

計 31,233

合計 93,772

 資産のグルーピングは、継続的に

損益の把握を行なっている店舗単位

としております。このうち、営業損

益が継続して損失である店舗につい

て、それぞれの帳簿価額を回収可能

額まで減額し、当該減少額を減損損

失（93,772千円）として計上いたし

ました。資産グループの回収可能額

は使用価値により算定しており、上

記全ての店舗について将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイ

ナスであるため回収可能価額は零と

して評価しております。なお、上記

のうち2店舗につきましては、当事

業年度中に退店致しました。

４ 減価償却実施額

有形固定資産 168,764千円

無形固定資産 860  

４ 減価償却実施額

有形固定資産 147,061千円

無形固定資産 860

４ 減価償却実施額

有形固定資産 351,554千円

無形固定資産 1,720



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

※発行済株式の増加は、平成18年２月21日付で実施した株式分割によるものであります。 

※自己株式の増加は、平成18年２月21日付で実施した株式分割及び単元未満株式の買取請求によるもので

あります。 

※自己株式の減少は、新株予約権の権利行使に伴う売却によるものであります。 

  

２．新株予約権等に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

※目的となる株式の数の増加は、平成18年２月21日付で実施した株式分割によるものであります。 

※目的となる株式の数の減少は、新株予約権の権利行使に伴うものであります。 

※上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となる 

 もの 

 
  

前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 10,542,889 2,108,577 ― 12,651,466

合計 10,542,889 2,108,577 ― 12,651,466

自己株式

 普通株式 195,731 46,215 11,040 230,906

合計 195,731 46,215 11,040 230,906

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株)
当中間会計
期間末残高前事業年度末 増加 減少

当中間会計 
期間末

第２回新株予約権 普通株式 190,300 38,060 11,040 217,320 ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当金
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月18日 
定時株主総会

普通株式 103,471 10.00 平成18年２月20日 平成18年５月18日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

配当金の
原資

１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日

平成18年９月29日 
取締役会

普通株式 124,205 利益剰余金 10.00 平成18年８月20日 平成18年11月６日



当中間会計期間(自 平成19年２月21日 至 平成19年８月20日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

※自己株式の増加は、平成19年３月27日付で実施した自己株式の買付（平成19年３月26日開催の取締役会

決議）及び単元未満株式の買取請求によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となる 

 もの 

 
  

前事業年度末 
株式数(株)

当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末 
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 12,651,466 ― ― 12,651,466

合計 12,651,466 ― ― 12,651,466

自己株式

 普通株式 232,110 313,628 ― 545,738

合計 232,110 313,628 ― 545,738

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当金
（円）

基準日 効力発生日

平成19年５月17日 
定時株主総会

普通株式 155,241 12.50 平成19年２月20日 平成19年５月18日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

配当金の
原資

１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日

平成19年９月28日
取締役会

普通株式 151,321 利益剰余金 12.50 平成19年８月20日 平成19年11月５日



次へ 

前事業年度(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

※発行済株式の増加は、平成18年２月21日付で実施した株式分割によるものであります。 

※自己株式の増加は、平成18年２月21日付で実施した株式分割及び単元未満株式の買取請求によるもので

あります。 

※自己株式の減少は、新株予約権の権利行使に伴う売却によるものであります。 

  

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

 
  

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
  

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

発行済株式

 普通株式 10,542,889 2,108,577 ― 12,651,466

合計 10,542,889 2,108,577 ― 12,651,466

自己株式

 普通株式 195,731 47,419 11,040 232,110

合計 195,731 47,419 11,040 232,110

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当金
（円）

基準日 効力発生日

平成18年５月18日
定時株主総会

普通株式 103,471 10.00 平成18年２月20日 平成18年５月18日

平成18年９月29日 
取締役会

普通株式 124,205 10.00 平成18年８月20日 平成18年11月６日

決議 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

配当金の
原資

１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月17日 
定時株主総会

普通株式 155,241 利益剰余金 12.50 平成19年２月20日 平成19年５月18日



次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

(リース取引関係) 
  

 

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,632,297千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△505,000

現金及び 
現金同等物

4,127,297

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,397,438千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△5,000

現金及び 
現金同等物

3,392,438

 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 3,296,290千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△5,000

現金及び
現金同等物

3,291,290

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得 
価額 
相当額
(千円)

減価 
償却 
累計額
相当額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

器具備品 226,781 55,465 171,315

ソフト 
ウェア

298,625 88,702 209,923

合計 525,407 144,168 381,239

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

取得
価額 
相当額
(千円)

減価
償却 

累計額
相当額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

器具備品 259,378 78,721 180,656

ソフト 
ウェア

783,263 167,609 615,653

合計 1,042,641 246,330 796,310

 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得
価額 

相当額
(千円)

減価 
償却 

累計額
相当額
(千円)

期末 
残高 

相当額
(千円)

器具備品 247,601 80,774 166,826

ソフト
ウェア

410,739 105,565 305,173

合計 658,340 186,340 472,000

 

２ 未経過リース料中間期末残高 

相当額

１年内 100,446千円

１年超 281,181

 合計 381,628
 

２ 未経過リース料中間期末残高 

相当額

１年内 201,610千円

１年超 594,808

 合計 796,419
 

２ 未経過リース料期末残高 

相当額

１年内 123,690千円

１年超 348,511

合計 472,202

 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 42,851千円

減価償却費 
相当額

42,468

支払利息相当額 151
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 107,493千円

減価償却費
相当額

107,359

支払利息相当額 41
 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 110,778千円

減価償却費
相当額

110,125

支払利息相当額 233

４ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法

  同左

４ 減価償却費相当額の算定方法

 同左

５ 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。

５ 利息相当額の算定方法

  同左

５ 利息相当額の算定方法

 同左



(有価証券関係) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 
  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

  

(デリバティブ取引関係) 

当社は、前中間会計期間（自 平成18年２月21日 至 平成18年８月20日）、当中間会計期間（自

平成19年２月21日 至 平成19年８月20日）及び前事業年度（自 平成18年２月21日 至 平成19年

２月20日）のいずれにおいても、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はあり

ません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。 

  

(企業結合等関係) 

種類

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成18年８月20日） （平成19年８月20日） （平成19年２月20日）
中間貸借
対照表計
上額 時価 差額

中間貸借
対照表計
上額 時価 差額

貸借対照
表計上額 時価 差額

（千円） （千円） （千円） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
(1)国債・ 
   地方債等 － － － － － － － － －

(2)社債 － － － － － － － － －

(3)その他 1,000,000 913,700 △86,300 1,000,000 975,100 △24,900 1,000,000 982,500 △17,500

合計 1,000,000 913,700 △86,300 1,000,000 975,100 △24,900 1,000,000 982,500 △17,500

種類

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（平成18年８月20日） （平成19年８月20日） （平成19年２月20日）

取得原価

中間貸借
対照表計
上額 差額 取得原価

中間貸借
対照表計
上額 差額 取得原価

貸借対照
表計上額 差額

（千円） （千円） （千円） (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(1)株式 － － － － － － － － －

(2)債券 － － － 2,597,682 2,597,682 － 2,499,007 2,499,007 －

(3)その他 141,397 217,405 76,007 141,397 222,099 80,701 141,397 223,568 82,170

合計 141,397 217,405 76,007 2,739,080 2,819,781 80,701 2,640,404 2,722,575 82,170

前中間会計期間末
(平成18年８月20日)

当中間会計期間末
(平成19年８月20日)

前事業年度末 
(平成19年２月20日)

中間貸借対照表計上額
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

 (1) 信託受益証券 228,891 123,403 206,949

 (2) コマーシャルペーパー 3,374,981 1,236,959 2,182,011

 (3) 投資事業有限責任組合出資金 120,176 106,997 110,634



前へ   次へ 

該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １．１株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１株当たり純資産額 1,161円38銭 １株当たり純資産額 1,166円38銭 １株当たり純資産額 1,183円41銭

１株当たり中間純利益 
金額

27円88銭
１株当たり中間純損失
金額

５円55銭
１株当たり当期純利益 
金額

59円65銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益金額

27円78銭
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額

59円52銭

 

 当社は、平成18年２月21日付で、

株式１株につき1.2株の株式分割を

行っております。

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下のと

おりであります。

前中間会計 
期間

前事業年度

１株当たり 
純資産額

1,109円04銭 1,143円22銭

１株当たり 
中間(当期) 
純利益金額

39円13銭 80円55銭

潜在株式 
調整後 

１株当たり 
中間(当期) 
純利益金額

39円11銭 80円35銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため、記載しておりま

せん。

 当社は平成18年２月21日付で株式

１株につき1.2株の株式分割を行っ

ております。当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の前事業

年度における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりであります。

１株当たり純資産額
1,143円22銭

  １株当たり当期純利益 
  金額

80円55銭
  潜在株式調整後
   １株当たり当期純利益 
   金額

80円35銭

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

１株当たり中間（当期）純利益 
（純損失）金額

 中間（当期）純利益（純損失△）
 金額(千円)

346,332 △67,493 740,819

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

 普通株式に係る中間（当期） 
 純利益（純損失△）金額（千円）

346,332 △67,493 740,819

 普通株式の期中平均株式数(株) 12,420,271 12,165,007 12,420,116

潜在株式調整後１株当たり 
中間（当期）純利益金額

 中間（当期）純利益調整額(千円) ― ― ―

 普通株式増加数(株) 46,227 ― 25,891

  (うち新株予約権(株)) (46,227) (―) (25,891)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要

―

新株予約権  1,632個 

 なお、新株予約権の

概要は、「第４ 提出

会社の状況、１ 株式

等の状況、（2）新株

予約権等の状況」に記

載のとおりでありま

す。

―



 ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間末
(平成18年８月20日)

当中間会計期間末
(平成19年８月20日)

前事業年度末 
(平成19年２月20日)

純資産の部の合計額(千円) 14,424,967 14,119,902 14,697,181

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)の 
純資産額(千円)

14,424,967 14,119,902 14,697,181

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た中間期末(期末)の普通株式の数(株)

12,420,560 12,105,728 12,419,356

前中間会計期間
(自 平成18年２月21日
至 平成18年８月20日)

当中間会計期間
(自 平成19年２月21日
至 平成19年８月20日)

前事業年度
(自 平成18年２月21日
至 平成19年２月20日)

  ――――――――――――   ―――――――――――― １ 役員退職慰労金制度の廃止

 当社は、平成19年３月５日開催

の取締役会において、平成19年５

月17日開催の第47期定時株主総会

の日をもって役員退職慰労金制度

を廃止することを決議いたしまし

た。なお、従来の役員退職慰労金

内規に基づく役員退職慰労金制度

廃止日（同定時株主総会の日）ま

での在任期間に応じた役員退職慰

労金については各取締役及び監査

役の退任時に打ち切り支給するこ

とが、同定時株主総会において承

認されました。

２ 自己株式の取得

 当社は、平成19年３月26日開催

の取締役会において、会社法第

165条第３項の規定により読み替

えて適用される同法第156条の規

定に基づき、自己株式を取得する

ことを決議し、以下のとおり実施

いたしました。 

(1)自己株式の取得に関する取締 

   役会の決議内容 

 ①取得の目的

経営環境の変化に対応し、機
動的な資本政策の遂行を可能
とするため

 ②取得の方法

東京証券取引所のToSTNeT-2
（終値取引）による取得

 ③取得する株式の種類及び 

  総数

普通株式 400,000株(上限)

 ④取得価額の総額

456,000千円(上限)

(2)取得日

   平成19年３月27日

(3)取得した株式の種類及び数

   普通株式 312,000株

(4)取得価額

   355,680千円



前へ 



(2) 【その他】 

平成19年９月28日開催の取締役会において、第48期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 
  

中間配当金総額 151,321千円

１株当たりの額 12円50銭

支払請求の効力発生日 
及び支払開始日 平成19年11月５日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第47期)(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 平成19年５月17日関東財務局長

に提出。 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度(第47期)(自 平成18年２月21日 至 平成19年２月20日) 平成19年５月25日関東財務局長

に提出。 

(3) 自己株券買付状況報告書 

１．報告期間 自 平成19年３月26日 至 平成19年３月31日 平成19年４月９日関東財務局長に提

出。 

２．報告期間 自 平成19年４月１日 至 平成19年４月30日 平成19年５月７日関東財務局長に提

出。 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 
株式会社ジーンズメイト 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ジーンズメイトの平成１８年２月２１日から平成１９年２月２０日までの第４７期事業年

度の中間会計期間(平成１８年２月２１日から平成１８年８月２０日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ジーンズメイトの平成１８年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間(平成１８年２月２１日から平成１８年８月２０日まで)の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

 

平成１８年１０月５日

取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  澤  英  樹  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  林     敬  子  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 
株式会社ジーンズメイト 

 

  

 
  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ジーンズメイトの平成１９年２月２１日から平成２０年２月２０日までの第４８期事業年

度の中間会計期間(平成１９年２月２１日から平成１９年８月２０日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ジーンズメイトの平成１９年８月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間(平成１９年２月２１日から平成１９年８月２０日まで)の経営成績及びキャッシュ・フロ

ーの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上

  

 

平成１９年９月２８日

 取 締 役 会 御 中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  米  澤  英  樹  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  林     敬  子  ㊞

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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